
【様式第1号】

会計：一般会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 35,168,741,423   固定負債 12,439,015,806

    有形固定資産 34,249,349,949     地方債 11,569,545,406

      事業用資産 19,380,912,254     長期未払金 -

        土地 7,594,623,853     退職手当引当金 833,636,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 22,843,622,077     その他 35,834,400

        建物減価償却累計額 -12,167,671,892   流動負債 1,063,549,083

        工作物 3,418,637,783     １年内償還予定地方債 880,230,259

        工作物減価償却累計額 -2,690,547,258     未払金 108,496

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 98,127,751

        航空機 -     預り金 85,082,577

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 13,502,564,889

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 382,247,691   固定資産等形成分 35,790,605,652

      インフラ資産 14,283,141,928   余剰分（不足分） -13,274,545,819

        土地 3,294,879,202

        建物 235,045,734

        建物減価償却累計額 -93,257,709

        工作物 29,939,236,581

        工作物減価償却累計額 -19,167,016,200

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 74,254,320

      物品 1,183,804,804

      物品減価償却累計額 -598,509,037

    無形固定資産 86,234,408

      ソフトウェア 86,234,408

      その他 -

    投資その他の資産 833,157,066

      投資及び出資金 178,332,000

        有価証券 20,300,000

        出資金 158,032,000

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 80,831,738

      長期貸付金 75,000,000

      基金 503,843,232

        減債基金 98,880

        その他 503,744,352

      その他 -

      徴収不能引当金 -4,849,904

  流動資産 849,883,299

    現金預金 197,871,842

    未収金 30,207,643

    短期貸付金 -

    基金 621,864,229

      財政調整基金 621,864,229

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -60,415 純資産合計 22,516,059,833

資産合計 36,018,624,722 負債及び純資産合計 36,018,624,722

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：一般会計 （単位：円）

    その他 -

純行政コスト 8,476,982,521

    その他 -

  臨時利益 2,540,000

    資産売却益 2,540,000

    資産除売却損 106,809,392

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 8,372,713,129

  臨時損失 106,809,392

    災害復旧事業費 -

  経常収益 377,645,576

    使用料及び手数料 58,778,663

    その他 318,866,913

      社会保障給付 1,255,429,718

      他会計への繰出金 946,222,034

      その他 1,786,618

        その他 28,313,255

    移転費用 4,414,675,502

      補助金等 2,211,237,132

      その他の業務費用 117,118,394

        支払利息 84,007,378

        徴収不能引当金繰入額 4,797,761

        維持補修費 134,903,427

        減価償却費 1,351,500,350

        その他 -

        その他 77,595,325

      物件費等 3,096,824,906

        物件費 1,610,421,129

        職員給与費 1,118,495,827

        賞与等引当金繰入額 98,127,751

        退職手当引当金繰入額 -172,479,000

  経常費用 8,750,358,705

    業務費用 4,335,683,203

      人件費 1,121,739,903

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

会計：一般会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 23,119,349,351 36,279,928,009 -13,160,578,658

  純行政コスト（△） -8,476,982,521 -8,476,982,521

  財源 7,947,261,486 7,947,261,486

    税収等 5,844,812,533 5,844,812,533

    国県等補助金 2,102,448,953 2,102,448,953

  本年度差額 -529,721,035 -529,721,035

  固定資産等の変動（内部変動） -415,753,874 415,753,874

    有形固定資産等の増加 1,132,758,267 -1,132,758,267

    有形固定資産等の減少 -1,459,370,704 1,459,370,704

    貸付金・基金等の増加 198,315,711 -198,315,711

    貸付金・基金等の減少 -287,457,148 287,457,148

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -73,568,483 -73,568,483

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -603,289,518 -489,322,357 -113,967,161

本年度末純資産残高 22,516,059,833 35,790,605,652 -13,274,545,819

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

会計：一般会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 84,778,250

本年度歳計外現金増減額 304,327

本年度末歳計外現金残高 85,082,577

本年度末現金預金残高 197,871,842

    その他の収入 -

財務活動収支 226,809,660

本年度資金収支額 -16,632,622

前年度末資金残高 129,421,887

本年度末資金残高 112,789,265

  財務活動支出 847,477,340

    地方債償還支出 847,477,340

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,074,287,000

    地方債発行収入 1,074,287,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 2,540,000

    その他の収入 -

投資活動収支 -555,351,754

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 654,609,000

    国県等補助金収入 448,874,000

    基金取崩収入 203,195,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,209,960,754

    公共施設等整備費支出 1,096,923,867

    基金積立金支出 102,136,887

    投資及び出資金支出 10,900,000

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 311,909,472

  業務収入 7,879,171,471

    税収等収入 5,848,053,347

    国県等補助金収入 1,653,574,953

    使用料及び手数料収入 58,716,463

    その他の収入 318,826,708

    移転費用支出 4,414,675,502

      補助金等支出 2,211,237,132

      社会保障給付支出 1,255,429,718

      他会計への繰出支出 946,222,034

      その他の支出 1,786,618

    業務費用支出 3,152,586,497

      人件費支出 1,294,124,008

      物件費等支出 1,744,263,594

      支払利息支出 84,007,378

      その他の支出 30,191,517

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 7,567,261,999
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 内灘町の貸借対照表（平成 31 年 3 月 31日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 31 年 3 月 31 日現在の内灘町の人口 26,635 人 

  

平成 30年度の内灘町の貸借対照表 

 町が持っている資産は全部で、360億 1,900万円です。 

 資産調達の財源として、将来返済する地方債などの負債が 135億 300万

円、これまでの世代が負担した純資産が、225億 1,600万円となっています。 

 町民一人当たりの金額に換算すると、資産は、約 135万円で、負債は、

約 51万円となっています。 

【町が保有している資産】 

〇固定資産 

 ・事業用資産   193億 8,100万円 

 ・インフラ資産  142億 8,300万円 

 ・その他     15億 500万円 

 

〇流動資産 

 ・現金預金    1億 9,800万円 

 ・未収金       3,000万円 

 ・その他     6億 2,200万円 

 

 

 

【将来世代の負担】 

〇固定負債 

 ・地方債    115億 7,000万円 

 ・その他      8億 6,900万円 

〇流動負債 

 ・1年以内に返済する 

  地方債     8億 8,000万円 

 ・その他     1億 8,400万円 

合計 135 億  300 万円 

【これまでの世代の負担】 

〇純資産     225億 1,600万円 

資産計         360億 1,900万円 負債・純資産計  360億 1,900万円 

万円 

 

資産の部 負債の部 

純資産の部 

町民一人当たりの 

負債額 

約 51 万円 

町民一人当たりの 

資産額 

約 135 万円 
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 内灘町の行政コスト計算書（平成 30 年 4月 1日～平成 31年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 人にかかるコスト              11億 2,200 万円 

(職員の給料や議員の報酬など) 

2. 物にかかるコスト              30億 9,700 万円 

（消耗品や委託料、建物の維持管理や減価償却費など） 

3. 社会保障費等のコスト            44億 1,500 万円 

（障害福祉サービスや医療費助成などの社会保障給付費、 

各種団体への補助金など） 

4. その他のコスト                1億 1,600 万円 

（支払利息など） 

経常行政コスト・・・①             87億 5,000 万円 

 

1. 使用料・手数料などの利用者負担        3億 7,700 万円 

 

経常収益・・・・・・②             3億 7,700 万円 

  

純経常行政コスト（①－②）・・・A        83億 7,300 万円 

 

 

 

 

 

  

町民一人当たりの

経常行政コストは 

33万円 

町民一人当たりの

純行政コストは 

32万円 

平成 30年度の内灘町の行政コスト計算書 

 1年間の行政サービスを提供するためにかかったコストは、87 億 5,000

万円で、使用料・手数料などの利用者の負担を差し引いた純経常行政コス

トは、83億 7,300 万円となっています。 

 また、資産の売却などの臨時的なコストと収入を加味した純行政コスト

については 84億 7,700万円となっています。 

臨時損益・・・・・・B              1億 400万円 

純行政コスト（A＋B）              84億 7,700 万円 
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 内灘町の純資産変動計算書（平成 30 年 4月 1日～平成 31年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度末純資産残高・・・A         231 億 1,900万円 

 

純行政コスト（△）・・・①         △84 億 7,700万円 

 

財

源 

税収等                58億 4,500万円 

国県補助金              21億 200 万円 

合 計 ・・・②           79億 4,700万円 

 

本年度差額（①＋②）・・・B         △5億 3,000万円 

 

その他の変動 ・・・・・・C           △7,300 万円 

 

本年度末純資産残高（A＋B＋C）         225億 1,600万円 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

負 債 

135億 300万円 

平成 30年度の内灘町の純資産変動計算書 

 平成 30年度の純行政コスト 84億 7,700万円に対して財源（税収等、国

県等補助金）は、79億 4,700万円ですので「本年度差額」は、5億 3,000

万円のマイナスとなっています。 

 この、「本年度差額」のマイナス 5億 3,000万円と、資産の評価増減など

「その他の変動」のマイナス 7,300万円により、平成 30年度末純資産残高

は、6億 300万円減少し、225億 1,600万円となりました。(貸借対照表の

純資産合計と一致します） 

純資産 

225億 1,600万円 

資 産 

360億 1,900万円 
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 内灘町の資金収支計算書（平成 30年 4月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

業 
務 
活 
動 

支 
出 

 人件費                12億 9,400万円 

 物件費                17億 4,400万円 

 社会保障費              12億 5,500万円 

 その他                32億 7,400万円 

収 
入 

 町税など               58億 4,800万円 

 国・県補助金             16億 5,400万円 

 その他                 3億 7,700万円 

 【業務活動の収支】 ・・・①        3億 1,200 万円 

 

投 
資 
活 
動 

支 
出 

道路や公共施設などの整備費      10 億 9,700万円 

 基金への積立て             1億 200万円 

 その他                   1,100万円 

収 
入 

 国・県補助金              4億 4,900万円 

 基金の取崩し              2億 300万円 

 その他                     200万円 

 【投資活動の収支】 ・・・②       △5億 5,600 万円 

 

財 
務 
活 
動 

支 
出 

 地方債の返済              8億 4,700万円 

 その他                   － 万円 

収 
入 

 地方債の発行             10億 7,400万円 

 その他                   － 万円 

 【財務活動の収支】 ・・・③        2億 2,700 万円 

 

 本年度資金収支額（①＋②＋③） ・・・A           △1,700 万円  

 

 前年度末資金残高 ・・・B                 1億 3,000万円  

 

 本年度末資金残高（A＋B）                 1億 1,300 万円  

 

平成 30年度の内灘町の資金収支計算書 

 １年間の活動内容別の現金の増減と残高を示します。 

 本年度の資金収支額は、1,700万円の赤字となり、本年度末資金残高は、 

1億 1,300万円となりました。 
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